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主要な経営指標等の推移

●主要な経営指標等の推移

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
経常収益 百万円 78,231 71,785 71,835 70,829 76,316
うち信託報酬 百万円 － 24 6 1 0
経常利益 百万円 8,977 7,728  9,048 13,059 6,747
当期純利益 百万円 6,594 4,597  6,757 9,008 4,419
資本金 百万円 46,773 46,773 46,773 46,773 46,773
発行済株式総数 千株 41,831 41,831 41,831 41,831 41,831
純資産額 百万円 288,743 275,628  301,771 288,334 264,185
総資産額 百万円 5,746,914 5,891,313  7,345,109 7,613,552 6,588,342
預金残高 百万円 5,037,444 5,146,911  5,543,107 5,689,824 5,719,007
貸出金残高 百万円 4,133,487 4,203,160  4,320,709 4,308,099 4,525,365
有価証券残高 百万円 1,238,834 1,284,410  1,422,365 1,530,105 1,434,357
1株当たり純資産額 円 6,908.34 6,593.39 7,217.74 6,925.04 6,344.66
1株当たり配当額
(内1株当たり中間配当
額)

円
(円)

70.00
(35.00)

70.00
(35.00)

70.00
(35.00)

70.00
(35.00)

70.00
(35.00)

1株当たり当期純利益 円 157.85 110.04 161.70 215.89 106.18
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益 円 157.66 109.88 161.46 215.65 106.06

自己資本比率 ％ 5.02 4.67 4.10 3.78 4.00
単体自己資本比率
(国内基準) ％ 7.87 7.76 8.01 8.25 7.92

自己資本利益率 ％ 2.28 1.63 2.34 3.05 1.60
株価収益率 倍 14.57 19.76 13.77 8.81 16.82
配当性向 ％ 44.34 63.61 43.29 32.42 65.92
従業員数
〔外、平均臨時従業員
数〕

人 2,900
〔738〕

2,813
〔726〕

2,710
〔722〕

2,557
〔734〕

2,476
〔695〕

信託財産額 百万円 － 980  1,219 1,235 1,231
信託勘定貸出金残高 百万円 － － － － －
信託勘定有価証券残高 百万円 － － － － －
信託勘定暗号資産残高
及び履行保証暗号資産
残高

百万円 －

信託勘定電子記録移転
有価証券表示権利等残高 百万円 － － － － －

（注）1. 2022年度中間配当についての取締役会決議は2022年11月11日に行いました。
2. 自己資本比率は、(期末純資産の部合計－期末新株予約権)を期末資産の部の合計で除して算出しております。
3. 単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しておりま

す。当社は、国内基準を適用しております。
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貸借対照表

●貸借対照表

科目 2021年度 2022年度
（2022年3月31日） （2023年3月31日）

(資  産  の  部)
現金預け金 1,663,118 501,405

現金 62,551 70,411
預け金 1,600,567 430,994

コールローン 8,567 2,537
買入金銭債権 2,676 2,799
商品有価証券 187 228

商品国債 74 125
商品地方債 113 103

金銭の信託 4,950 4,950
有価証券 1,530,105 1,434,357

国債 80,203 58,556
地方債 469,944 444,562
社債 367,696 333,467
株式 122,050 133,685
その他の証券 490,211 464,085

貸出金 4,308,099 4,525,365
割引手形 9,652 8,713
手形貸付 119,480 102,164
証書貸付 3,845,793 4,038,822
当座貸越 333,173 375,664

外国為替 5,334 5,651
外国他店預け 4,108 4,399
買入外国為替 573 835
取立外国為替 652 416

その他資産 55,159 70,806
未決済為替貸 508 637
前払費用 379 442
未収収益 4,622 4,581
先物取引差入証拠金 270 1,425
先物取引差金勘定 － 17
金融派生商品 5,144 11,449
金融商品等差入担保金 1,382 6,372
その他の資産 42,851 45,881

有形固定資産 29,081 27,830
建物 9,193 8,463
土地 17,113 16,112
リース資産 841 842
建設仮勘定 207 558
その他の有形固定資産 1,724 1,853

無形固定資産 4,766 5,873
ソフトウエア 3,531 4,228
その他の無形固定資産 1,234 1,644

前払年金費用 9,626 10,143
繰延税金資産 － 2,852
支払承諾見返 14,438 16,460
貸倒引当金 △22,560 △22,921
資産の部合計 7,613,552 6,588,342

(単位：百万円)

　

科目 2021年度 2022年度
（2022年3月31日） （2023年3月31日）

(負  債  の  部)
預金 5,689,824 5,719,007

当座預金 388,177 394,365
普通預金 3,363,331 3,476,928
貯蓄預金 46,678 45,969
通知預金 11,948 12,767
定期預金 1,788,717 1,707,852
その他の預金 90,971 81,123

譲渡性預金 72,491 63,965
コールマネー 51,281 17,893
売現先勘定 78,630 35,085
債券貸借取引受入担保金 123,831 111,477
借用金 1,249,443 318,018

借入金 1,249,443 318,018
外国為替 565 880

売渡外国為替 491 847
未払外国為替 73 32

信託勘定借 1,235 1,231
その他負債 29,208 34,876

未決済為替借 1,256 1,301
未払法人税等 2,037 310
未払費用 1,627 2,403
前受収益 1,203 1,237
金融派生商品 6,517 13,497
金融商品等受入担保金 2,237 1,732
リース債務 848 848
資産除去債務 169 171
その他の負債 13,310 13,373

賞与引当金 1,365 1,313
退職給付引当金 1,622 1,249
睡眠預金払戻損失引当金 157 114
ポイント引当金 730 728
繰延税金負債 8,243 －
再評価に係る繰延税金負債 2,147 1,855
支払承諾 14,438 16,460
負債の部合計 7,325,218 6,324,157

(純 資 産 の 部)
資本金 46,773 46,773
資本剰余金 36,034 36,034

資本準備金 36,034 36,034
利益剰余金 162,735 164,925

利益準備金 13,536 13,536
その他利益剰余金 149,198 151,389

別途積立金 120,578 125,578
繰越利益剰余金 28,620 25,811

自己株式 △399 △402
株主資本合計 245,143 247,331
その他有価証券評価差額金 40,920 16,318
繰延ヘッジ損益 △304 △1,374
土地再評価差額金 2,497 1,813
評価・換算差額等合計 43,113 16,757
新株予約権 77 96
純資産の部合計 288,334 264,185
負債及び純資産の部合計 7,613,552 6,588,342

(単位：百万円)

　

会社法第435条第2項に定める当社の計算書類は、会社法第396条第1項の定めにより、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けてお
ります。
また、当社の財務諸表、すなわち貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に
基づき、有限責任 あずさ監査法人の監査証明を受けております。
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損益計算書

●損益計算書

科目
2021年度 2022年度

（2021年4月 1 日から
2022年3月31日まで）

　
（2022年4月 1 日から

2023年3月31日まで）
　経常収益 70,829 76,316

資金運用収益 50,907 51,402
貸出金利息 36,715 36,334
有価証券利息配当金 11,611 14,092
コールローン利息 1 62
預け金利息 2,038 645
金利スワップ受入利息 482 154
その他の受入利息 58 113
信託報酬 1 0
役務取引等収益 13,719 15,842

受入為替手数料 3,103 2,880
その他の役務収益 10,615 12,961
その他業務収益 3,102 3,825

外国為替売買益 1,253 3,358
商品有価証券売買益 － 2
国債等債券売却益 1,666 464
国債等債券償還益 0 －
金融派生商品収益 55 －
その他の業務収益 126 －
その他経常収益 3,098 5,244

株式等売却益 2,671 4,818
金銭の信託運用益 － 4
その他の経常収益 427 421

経常費用 57,770 69,568
資金調達費用 851 5,478

預金利息 390 345
譲渡性預金利息 8 6
コールマネー利息 147 773
売現先利息 91 1,322
債券貸借取引支払利息 166 3,019
借用金利息 47 9
その他の支払利息 0 2
役務取引等費用 7,858 8,048

支払為替手数料 466 292
その他の役務費用 7,392 7,756
その他業務費用 2,657 11,897

商品有価証券売買損 3 －
国債等債券売却損 2,654 10,647
国債等債券償却 － 0
金融派生商品費用 － 1,014
その他の業務費用 － 234
営業経費 43,663 40,229
その他経常費用 2,739 3,914

貸倒引当金繰入額 1,945 3,286
貸出金償却 5 0
株式等売却損 185 216
株式等償却 229 72
金銭の信託運用損 29 －
その他の経常費用 343 338

経常利益 13,059 6,747

(単位：百万円)

　

科目
2021年度 2022年度

（2021年4月 1 日から
2022年3月31日まで）

　
（2022年4月 1 日から

2023年3月31日まで）
　特別利益 7 17

固定資産処分益 7 17
特別損失 386 717

固定資産処分損 198 247
減損損失 188 469
税引前当期純利益 12,680 6,048
法人税、住民税及び事業税 4,081 1,955
法人税等調整額 △409 △326
法人税等合計 3,671 1,628
当期純利益 9,008 4,419

(単位：百万円)
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株主資本等変動計算書

●株主資本等変動計算書
2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 46,773 36,034 36,034 13,536 117,578 25,566 156,681 △165 239,323
当期変動額
剰余金の配当 △2,926 △2,926 △2,926
当期純利益 9,008 9,008 9,008
自己株式の取得 △380 △380
自己株式の処分 △34 △34 146 112
別途積立金の積立 3,000 △3,000 － －
土地再評価差額金の取崩 5 5 5
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － 3,000 3,053 6,053 △233 5,820
当期末残高 46,773 36,034 36,034 13,536 120,578 28,620 162,735 △399 245,143

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 59,538 235 2,503 62,276 171 301,771
当期変動額
剰余金の配当 △2,926
当期純利益 9,008
自己株式の取得 △380
自己株式の処分 112
別途積立金の積立 －
土地再評価差額金の取崩 5
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,617 △540 △5 △19,162 △94 △19,257
当期変動額合計 △18,617 △540 △5 △19,162 △94 △13,437
当期末残高 40,920 △304 2,497 43,113 77 288,334

2022年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 46,773 36,034 36,034 13,536 120,578 28,620 162,735 △399 245,143
当期変動額
剰余金の配当 △2,913 △2,913 △2,913
当期純利益 4,419 4,419 4,419
自己株式の取得 △2 △2
自己株式の処分 △0 △0 0 0
別途積立金の積立 5,000 △5,000 － －
土地再評価差額金の取崩 684 684 684
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － 5,000 △2,809 2,190 △2 2,188
当期末残高 46,773 36,034 36,034 13,536 125,578 25,811 164,925 △402 247,331

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 40,920 △304 2,497 43,113 77 288,334
当期変動額
剰余金の配当 △2,913
当期純利益 4,419
自己株式の取得 △2
自己株式の処分 0
別途積立金の積立 －
土地再評価差額金の取崩 684
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24,601 △1,069 △684 △26,356 18 △26,337
当期変動額合計 △24,601 △1,069 △684 △26,356 18 △24,149
当期末残高 16,318 △1,374 1,813 16,757 96 264,185
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注記事項

●注記事項（2022年度）
重要な会計方針
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法によ
り算定）により行っております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただ
し市場価格のない株式等については移動平均法による原価
法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資
産直入法により処理しております。

(2) 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託にお
いて信託財産として運用されている有価証券の評価は、時
価法により行っております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、2016年4月1日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 3年～60年
その他 3年～20年

(2) 無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。な

お、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（主として5年）に基づいて償却しておりま
す。

(3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係る「有形固定

資産」中のリース資産は、自己所有の固定資産に適用する
償却方法と同一の方法により償却しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした
定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残
価保証額とし、それ以外のものは零としております。

5. 収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識しております。

6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換

算額を付しております。

7. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、
次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び
貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協
会銀行等監査特別委員会報告第4号 令和4年4月14日）に
規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ
いては、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間
の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1

年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去
の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻
懸念先に相当する債権のうち、債務者単位の債権額が一定
金額未満の債権については、過去の貸倒実績を基礎とした
予想損失率に、債権額から担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除した残額を乗じた額を計上し
ております。また、破綻懸念先に相当する債権のうち、債
務者単位の債権額が一定金額以上の債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除した残額のうち、必要と認める額を計上しており
ます。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除した残額を計上しております。特
定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因し
て生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上し
ております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関
連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
査部署が査定結果を監査しております。

(2) 投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有

価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められ
る額を計上しております。

(3) 賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、

従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰
属する額を計上しております。

(4) 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損
益処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用　　：その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（5年）による
定額法により損益処理

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数（14
年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌事業年度から
損益処理

(5) 睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に

ついて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻
請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計
上しております。

(6) ポイント引当金
ポイント引当金は、ポイント制サービス「サンクスポイ

ント・プレゼント」におけるサンクスポイントが将来費消
された場合の負担に備えるため、当事業年度末において将
来利用される見込額を合理的に見積り、必要と認められる
額を計上しております。
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注記事項

●注記事項（2022年度）

貸倒引当金 22,921百万円

8. ヘッジ会計の方法
(1) 金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会
計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関
する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別委員会実務指針第24号 令和4年3月17日。以下「業
種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延
ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価は、キャッシ
ュ・フローを固定するヘッジについて、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により行っており
ます。

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特
例処理を行っております。

(2) 為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対す

るヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別委員会実務指針第25号 令和2年10月8
日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺
する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務
等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する
ことを確認することにより行っております。

9. その他財務諸表作成のための基礎となる事項
(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去
勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ
らの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理
固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用

に計上しております。

重要な会計上の見積り
貸倒引当金

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する
情報

連結情報「注記事項（重要な会計上の見積り）貸倒引当
金」に記載した内容と同一であります。

会計方針の変更
(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第31号 令和3年6月17日。以下「時価算定会計基準適
用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定
会計基準適用指針第27ー2項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することといたしました。時価算定会計基準適
用指針の適用による財務諸表に与える影響は軽微であります。

株式 23,325百万円
出資金 1,016百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 11,356百万円
危険債権額 45,690百万円
三月以上延滞債権額 275百万円
貸出条件緩和債権額 6,591百万円
合計額 63,914百万円

額面金額 9,549百万円

貸借対照表関係
1. 関係会社の株式又は出資金の総額

2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基
づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表
の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全
部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発
行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるも
のに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利
息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並
びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその
有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であ
ります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、
更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であ
ります。

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていない
が、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の
翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出
金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

3. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引
として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び
買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処
分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおり
であります。
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注記事項

●注記事項（2022年度）

担保に供している資産
有価証券 533,310百万円
その他の資産 399百万円

計 533,710百万円

担保資産に対応する債務
預金 47,166百万円
売現先勘定 35,085百万円
債券貸借取引受入担保金 111,477百万円
借用金 318,000百万円

有価証券 1,102百万円

中央清算機関差入証拠金 40,000百万円
保証金 344百万円
敷金 712百万円

処分せずに自己保有している有価証券 71百万円

融資未実行残高 1,395,921百万円
うち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条
件で取消可能なもの） 1,310,810百万円

圧縮記帳額 1,243百万円
(当該事業年度の圧縮記帳額) (ー百万円)

8. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法
第2条第3項）による社債に対する保証債務の額 31,218百万円

4. 担保に供している資産は次のとおりであります。

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠
金等の代用として、次のものを差し入れております。

また、その他の資産には、中央清算機関差入証拠金、保証金
及び敷金が含まれておりますが、その金額は次のとおりであり
ます。

なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基
づき金融取引として処理しておりますが、当事業年度末におい
て該当するものはありません。

5. 現先取引に係る担保として受け入れている有価証券のうち、売
却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する
有価証券は次のとおりであります。

6. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、
顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付
けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未
実行残高は次のとおりであります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するも
のであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来
のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその
他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資
の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め
定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応
じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

7. 有形固定資産の圧縮記帳額

金銭信託 1,231百万円

繰延税金資産
貸倒引当金 5,879百万円
有価証券 1,356百万円
減価償却額 1,078百万円
退職給付引当金 730百万円
賞与引当金 392百万円
その他 1,881百万円

繰延税金資産小計 11,318百万円
評価性引当額 △2,386百万円
繰延税金資産合計 8,932百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △6,067百万円
その他 △11百万円

繰延税金負債合計 △6,079百万円
繰延税金資産（負債）の純額 2,852百万円

法定実効税率 29.9%
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.7%
住民税均等割 0.8%
評価性引当額の増減 △0.2%
その他 △0.8%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.9%

 9. 元本補填契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。

税効果会計関係
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別
の内訳

企業結合等関係
当社は、2022年11月29日付で非支配株主から子会社株式の追

加取得を実施いたしました。
取得原価及び対価の種類ごとの内訳は、取得原価7,237百万円

（取得の対価：現金預け金7,237百万円）となっております。
なお、詳細については、連結情報「注記事項（企業結合等関

係）」に記載しているため、注記を省略しております。

重要な後発事象
該当事項はありません。
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国内・国際業務部門別粗利益、業務純益、資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り、受取利息・支払利息の増減

●国内・国際業務部門別粗利益 (単位：百万円)

2021年度 2022年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用収支 46,021 4,034 50,056 44,846 1,077 45,924
信託報酬 1 － 1 0 － 0
役務取引等収支 5,777 83 5,860 7,716 77 7,793
その他業務収支 593 △148 445 △9 △8,062 △8,071
業務粗利益 52,394 3,969 56,364 52,553 △6,906 45,647
業務粗利益率 0.75% 1.34% 0.78% 0.86% △2.16% 0.71%
（注）資金運用収支は金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。

●業務純益 (単位：百万円)

2021年度 2022年度
業務純益 12,555 4,296
実質業務純益 13,454 5,439
コア業務純益 14,441 15,622
コア業務純益（投資信託解約損益を除く） 13,821 15,638
（注）1. 実質業務純益　＝　業務純益　＋　一般貸倒引当金繰入額

2. コア業務純益　＝　実質業務純益　－　国債等債券損益

●資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り (単位：億円)

2021年度 2022年度
平均残高 利　息 利回り（％） 平均残高 利　息 利回り（％）

国 内 業 務
部門

資金運用勘定 (56) (0) (695) (0)
69,116 463 0.67 60,904 450 0.74

うち貸出金 42,642 353 0.82 43,619 352 0.80
うち有価証券 11,690 84 0.72 12,048 89 0.74
資金調達勘定 71,176 3 0.00 65,759 2 0.00
うち預金 55,421 3 0.00 56,385 2 0.00

国 際 業 務
部門

資金運用勘定 2,951 45 1.54 3,194 63 1.98
うち貸出金 560 14 2.51 469 10 2.29
うち有価証券 2,322 31 1.34 2,655 51 1.92

資金調達勘定 (56) (0) (695) (0)
2,938 5 0.17 3,204 52 1.63

うち預金 366 0 0.04 281 0 0.23

合計

資金運用勘定 72,011 509 0.70 63,403 514 0.81
うち貸出金 43,203 367 0.84 44,088 363 0.82
うち有価証券 14,012 116 0.82 14,703 140 0.95
資金調達勘定 74,058 8 0.01 68,268 54 0.08
うち預金 55,788 3 0.00 56,666 3 0.00

（注）1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を控除して表示しております。
2. 資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息を控除して表示しております。
3. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末ＴＴ仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用
する方式）により算出しております。

4. （　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。
5. 合計欄において、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺して記載しております。

●受取利息・支払利息の増減 (単位：百万円)

2021年度 2022年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

受取利息
残高による増減 8,825 229 9,054 △5,942 399 △5,542
利率による増減 △ 8,475 △ 970 △ 9,445 4,656 1,381 6,038
純増減 350 △ 741 △ 391 △1,285 1,780 495

支払利息
残高による増減 63 53 116 △20 △66 △86
利率による増減 △268 △ 574 △ 842 △83 4,798 4,714
純増減 △ 204 △ 521 △ 725 △104 4,731 4,627

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
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利益率、役務取引の状況、その他業務収益の内訳、営業経費の内訳

●利益率 (単位：％)

2021年度 2022年度
総資産経常利益率 0.16 0.09
資本経常利益率 5.26 2.67
総資産当期純利益率 0.11 0.06
資本当期純利益率 3.63 1.75

（注）1. 総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100総資産（除く支払承諾見返）平均残高

2. 資本経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100純資産（除く新株予約権）平均残高

●役務取引の状況 (単位：百万円)

2021年度 2022年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

役務取引等収益 13,543 175 13,719 15,664 177 15,842
うち為替業務 2,950 153 3,103 2,720 160 2,880
役務取引等費用 7,766 92 7,858 7,948 100 8,048
うち為替業務 446 19 466 271 21 292

●その他業務収益の内訳 (単位：百万円)

2021年度 2022年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

外国為替売買益 ― 1,253 1,253 ― 3,358 3,358
商品有価証券売買益 ― ― ― 2 ― 2
国債等債券売却益 878 788 1,666 464 ― 464
国債等債券償還益 0 ― 0 ― ― ―
その他の業務収益 126 55 181 ― ― ―
合計 1,005 2,096 3,102 467 3,358 3,825

●営業経費の内訳 (単位：百万円)

2021年度 2022年度
給料・手当 19,136 18,662
退職給付費用 1,280 302
福利厚生費 197 182
減価償却費 4,544 3,245
土地建物機械賃借料 1,349 1,352
営繕費 334 354
消耗品費 547 473
給水光熱費 374 456
旅費 64 82
通信費 1,118 1,147
広告宣伝費 360 390
諸会費・寄付金・交際費 294 312
租税公課 2,352 2,199
その他 11,710 11,066
合計 43,663 40,229
（注）損益計算書中「営業経費」の内訳であります。
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